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5) 国土形成計画（全国計画）, 2008.7 
















































推進するため、交通基本法案が 2011 年 3 月に閣議決定の後、第 177 回通常国会へ提出された。しかし、
その後の第 178、179 回臨時国会、第 180 回通常国会でも継続審議扱いとなり、第 181 回臨時国会にて
衆議院解散とともに廃案となった 5)。その後、自民党・公明党連立政権の下で、交通政策全般を広く捉
えるよう法案の名称と内容を見直し、2013 年 11 月に閣議決定、法案を第 185 回臨時国会へ提出し可決・














具体の取り組みについて、英国では、“Transport Act 20008) ”第 108 条にて、地方当局に対し地方交通
計画（LTP: Local Transport Plan）の作成を要求している。これは、地域の上位政策を実現し地域の交通
ニーズに応えるための総合的交通戦略を投資計画付で計画として示したものであり、5 年ごとにレビュ
ーし更新するものとなっている。策定主体は、イングランドのカウンティレベルの地方自治体（county 
council）、county council が置かれていない地域では地方区議会（non-metropolitan district council）、大都市
圏の旅客交通地域（Passenger Transport Area）では旅客交通委員会（Passenger Transport Authority）（Greater 
London を除く）となっており、業績指標でもって施策の達成状況をマネジメントする。特に、2006～2010
年における第 2期LTPと呼ばれている期間においては、国が地方自治体が提出したLTPを評価・査定し、


































できる仕組みとなっている。その成果として、2013 年 3 月末現在までに地域公共交通総合連携計画は
































の自治体が自転車ネットワーク計画の検討を開始し、2013 年 4 月時点で 53 の市区町村が計画の策定を
完了 35）している。 
 海外諸国においても、自転車通行空間整備等に関する基準・ガイドラインが比較的最近に発行されて

























また、全国的なモビリティの特性として、大庭ら 44)は、全国 PT データを用いて個人の交通身体活動
量と利用交通手段及び個人属性の関係を分析し、自動車はトリップあたりの交通身体活動量が最も低く
































海外では、2-2 に記載したように英国において LTP（Local Transport Plan）の作成が義務づけられてい




学校 15～30 分、中学校 20～40 分、食料品店 15～30 分、病院 30～60 分など）67)。 
こうした LTP 策定の関係もあり、海外における公共交通機関等におけるアクセスに関する指標につ
いては、特に英国において多くの研究成果が見られる。英国ロンドン交通局 68)では、公共交通機関まで
のアクセスしやすさに関する指標 PTAL（Public Transport Accessibility Levels）を提案している。こ
れは、駅・バス停までの距離と運行頻度を活用し、Total Access Time（=駅までの歩行時間＋平均待ち
時間）に換算し指標として定量化したものとなっている。Belinda ら 69)は、PTAL を用いて北アイルラ
ンドのアクセシビリティレベルの分布の視覚化を行っている。また、公共交通機関へのアクセスだけで
なく、Baker ら 70)は、アクセス対象について健康、雇用、教育、生鮮食料品の 4 つのサービスに分類し、
4 つのサービスにおいて許容される距離をそれぞれ設定し、その合成スコアをアクセシビリティ指標と
して定義している。この指標を英国 West Midlands の開発用地に適用し分析し住宅の立地の参考とし
ている研究も見られる。さらに、Cooper ら 71)は、PTAL を改良し、PTAL で考慮されていない公共交
通での移動先のサービス（教育、医療、食料店、オープンスペース）を考慮した指標 ATOS（Access to 
Opportunities and Services）の開発を行っている。また、自動車利便性を含めた研究として Bertolini
ら 72)が、地域の拠点となるノードから自動車（混雑時・非混雑時）と公共交通の 30 分圏人口等を算出
















一方、PT 調査の活用した研究として、中野ら 74)は東京都市圏 PT 調査を活用し東京都市圏の交通特性
やその変化に関する基礎分析を実施している。また澤井ら 75)は京阪神 PT 調査を活用し買物交通行動が






































































































105), 106)や、アンケート調査と代表断面自転車交通量調査を組み合わせる調査 107)、ビデオ観測調査 101)  、
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北広島市 地域公共交通総合連携計画案/H23.4 1000m～ 500m～
土浦市 地域公共交通総合連携計画/H22.1 1000m～ 300m～




八王子市 地域公共交通総合連携計画/H21.3 700m～ 300m～
秦野市 地域公共交通総合連携計画/H22.11 700m～ 300m～
～1本/時
（～300m）


























全国 PT 調査は調査区を対象）の人口重心から最寄りの駅またはバス停までの距離とした（図 3-2）。人


















れのデータを活用した。鉄道の運行本数については、PT 調査で整備された 1 日の運行本数について鉄
道運行時間を 5 時～23 時で想定し 18 時間で除し、時間あたりの本数として分析に用いた。バスの運行
本数については、図 3-3 に示すように、国土数値情報における「バス停留所データ」と 1 日の平均運行
本数（平日）が格納されている「バスルート」の 2 種類のデータを組み合わせて設定した。ただし、「バ
ス停留所データ」のバス停位置は、「バスルート」データのバス路線上に厳密には重なっておらず、ま

























































(1)を集計した（図 3-5）。なお、東京都市圏については最もサンプル数の多い東京 PT 調査を用い、その













































図 3-5 本研究で設定した地域区分 
（地域区分別の代表交通手段分担率とサンプル数） 
 
鉄道 バス 自動二輪 自転車 徒歩 その他 自動車
自宅発バストリッ プ数／サン プル 人数
※






















































































































































い地域区分を用いて分析をするべきであるが、図 3-5 に示すように PT 調査のサンプル数を考慮し、本
研究では 4 つの地域に区分することとした。 
 
（３）抽出に用いる判断基準を導くための分析手法 
 公共交通利用不便（困難）地域の抽出に用いる判断基準（閾値）を設定するために、図 3-6 に示す 2























プを対象とした。さらに、4 地域区分毎の分析に加え、全国 PT 調査のみを使って全国を対象にした分
析も行った。 
































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































 図 3-8 に示すように、ここでは、移動に係わる高齢の条件として、75 歳を閾年齢として集計した。一
般には 65 歳以上を高齢者区分の対象とすることが多いが、人の移動に関していうと、図 3-10 に示すよ
うに 65 歳～70 歳あたりの年齢層では一般的な年齢層（5 歳～65 歳）とトリップ数ではほぼ同様の傾向
にあり、移動に関する身体的なハンディキャップが生じるとは言えない年齢であると言える。Alsnih ら






























図 3-10 年齢別のトリップ傾向（グロス原単位（回/人）） 
 
③目的による違い 





























































































































































































































































を条件として設定した。図 3-13 に公共交通利用不便地域（東京都市圏 PT 内）における年齢別の自動
車トリップ・グロス原単位(4)を示すが、75 歳を超えると、自動車外出の数が少なくなることがわかる。
よって、ここでは、年齢の目安を 75 歳以上とした。 
そこで、①自動車を利用したくても自動車を運転する能力を持たない属性として、免許非保有者（図
3-13 における C＋F）、②身体的条件から自動車の運転が困難と考えられる属性として、75 歳以上の高齢
者（図 3-13 における B+E）、③世帯に自動車がないため、自らの運転及び家族による自動車送迎を期待
できない属性として、自動車非保有世帯（図 3-14 における D+E+F）の和を自動車利用に関して移動す































































































世帯で自動車保有 A B C
世帯で自動車非保有 D E F






































世帯で自動車保有 A B C
世帯で自動車非保有 D E F

























































すると、町丁目単位もしくは、国勢調査における 2 分の 1 地域メッシュ（500m×500m メッシュ）単位と
なる。移動不便（困難）者について評価する場合、評価する最小単位（面積）が小さければ小さいほど
きめ細かい評価が可能となり、より具体的な施策立案につながるものと考える。そこで、図 3-17 に、町
丁目と 500m メッシュの面積の比較を行った。比較対象は、DID が存在する全国 655 市区町村としてい
る。これによると、市全域でみると、約 85%の市区町村の町丁目平均面積が 500m メッシュ（25ha）よ
りも大きくなっている。一方、DID 域内のみに限ると、約 8 割の町丁目平均面積が 500m メッシュより
も小さくなっている。よって、評価する市区町村の行政区分特性によって異なるものの、概ね DID 内に
ついては町丁目単位、DID 外については 500m メッシュ単位で評価することが、最もきめ細かい評価で
あると考えられる。 
 これらを踏まえつつ、ここでは、いくつかの都市をピックアップし、それぞれ町丁目単位、500m メ



























































































































































































































































































































































































































今治市の 2 都市に居住する方を対象に移動実態調査を実施した。具体的には、図 3-11 で設定した閾値を
もとに、松山市及び今治市において公共交通利用不便地域、公共交通利用困難地域、その他の地域（以
下、公共交通利用便利地域とよぶ）を抽出し、当該地域に居住する住民に対して日常の移動実態（1 週
間の外出頻度等）に関する調査を行った。また、移動不便（困難）者を特定するために、2 都市で 75 歳
未満のサンプルと 75 歳以上のサンプルを同数程度、確保することとした。それぞれのカテゴリ（75 歳
















査票は 4 枚とし 5 人以上世帯員がいる場合を想定し、高齢者の方から優先的に回答していただくように
調査票表面に記載した。 
 また、調査対象地区の全ての居住世帯に配布しないため、配布世帯が特定の地域に偏らないように配
布世帯数に対する居住世帯数の比率を間隔として配布（配布予定世帯が 100 で居住世帯が 300 の場合は、
3 世帯に 1 部配布）した。集合住宅についても同様の方法で配布を行った。 
 
② 調査対象地区の設定 
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公共交通利用困難 106 5 45 156 
公共交通利用不便 109 109 
公共交通利用便利 66 2 3 1 72 
75 歳 
以上 
公共交通利用困難 66 5 2 73 
公共交通利用不便 34 34 
公共交通利用便利 31 31 
不明 公共交通利用困難 1 1 





公共交通利用困難 105 2 17 124 
公共交通利用不便 91 2 93 
公共交通利用便利 49 35 84 
75 歳 
以上 
公共交通利用困難 33 16 49 
公共交通利用不便 31 31 
公共交通利用便利 29 11 40 
小計 338   4 79 421 






































 通院目的の集計結果（図 3-28）では、75 歳以上の外出頻度が 75 歳未満のものに対して高くなってい
る。また、その頻度はカテゴリ類型によらず、週に 1 回程度存在する。75 歳以上の交通利用手段に着目
すると、公共交通の利用頻度は、便利地域＞不便地域＞困難地域の傾向にあり、特に、困難地域につい
ては、公共交通をほとんど利用できていない状況にあることがわかる。また、自動車（同乗）の頻度に
































































































































































































































































































































































































































































































 ここでは、①で実施した基礎集計に対し、統計的に有意な差があるかどうか t 検定を実施し検証を行
った。検定については、外出頻度及び鉄道・バス利用頻度それぞれの平均値を目的別、カテゴリ類型別































































































































































































































































































図 3-29 目的別の地域カテゴリ間の利用頻度有意差検定（t検定）結果 
目的 年齢階層 地域カテゴリ類型 外出頻度 鉄道利用頻度 バス利用頻度 
通勤・通学 75 歳未満 便利－不便 0.342 0.008 0.618 
不便－困難 0.157 0.428 0.102 
便利－困難 0.776 0.057 0.316 
私用 75 歳未満 便利－不便 0.018 0.060 0.692 
不便－困難 0.113 0.028 0.305 
便利－困難 0.000 0.006 0.176 
75 歳以上 便利－不便 0.482 0.027 0.905 
不便－困難 0.000 0.990 0.019 
便利－困難 0.002 0.008 0.002 
通院 75 歳未満 便利－不便 0.858 0.188 － 
不便－困難 0.867 － － 
便利－困難 0.706 0.176 － 
75 歳以上 便利－不便 0.804 0.428 0.648 
不便－困難 0.706 0.765 0.218 


































































































































































































































































































































































































75歳 便利－不便 0.000 0.000 0.000 
未満 不便－困難 0.006 0.010 0.010 
便利－困難 0.000 0.000 0.000 
75歳 便利－不便 0.000 0.069 0.069 
以上 不便－困難 0.187 0.005 0.005 
便利－困難 0.000 0.000 0.000 
今治市
75歳 便利－不便 0.000 0.165 0.000 
未満 不便－困難 0.000 0.000 0.000 
便利－困難 0.000 0.000 0.000 
75歳 便利－不便 0.111 0.885 0.111 
以上 不便－困難 0.012 0.018 0.012 

























図 3-31 バスサービスに対する満足度 
 
で検定を実施した。鉄道、バスいずれの公共交通サービスについても、カテゴリ間で顕著な差が見られ











































































































































































































































































75歳 便利－不便 0.000 0.000 0.000 
未満 不便－困難 0.057 0.006 0.102 
便利－困難 0.000 0.000 0.000 
75歳 便利－不便 0.000 0.028 0.012 
以上 不便－困難 0.302 0.095 0.919 
便利－困難 0.000 0.000 0.000 
今治市
75歳 便利－不便 0.164 0.033 0.165 
未満 不便－困難 0.000 0.001 0.002 
便利－困難 0.000 0.000 0.000 
75歳 便利－不便 0.318 0.809 0.724 
以上 不便－困難 0.000 0.046 0.015 







































































































































































































 平成 32 年・平成 42 年の将来人口を 500m メッシュ単位で推計する。具体には、図 3-33 に示すように、









































ついて、決定係数がそれぞれ 0.96、0.92 と非常によい相関関係を示している。 













































































































































































































































































































































































































割合については、3-4 で示したように PT 調査による調査結果（地域①については東京都市圏 PT 調査、
地域②、③、④については全国 PT 調査）を用いた。調査結果については、図 3-38 に示すように 75 歳
未満と 75 歳以上に区分し、この割合を将来推計に使用した。自動車利用の制約を受けない A のカテゴ
リは地域①が最も少なくなっており、公共交通機関の充実の恩恵を得ているともいえる。 
将来推計にあたって、75 歳未満と 75 歳以上のカテゴリの構成割合は固定であっても将来の人口構成
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世帯で自動車保有 A B C
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 図 3-41 に、DID を有する全国の 662 市区町村を対象に、移動不便（困難）者の人口割合を試算した。































































































 具体には、最寄りの駅までのアクセス距離が 500m 未満、運行本数が 9 本/時以上、最寄りのバス停ま
でのアクセス距離が 100m 未満、運行本数が 1 本/時とした。ただし、そもそも鉄道運行本数が 9 本/時以
上存在しない都市も存在するため、当該都市については最寄りの駅・バス停までのアクセス距離の 2 条
件でのみ人口集約地域の設定を行った。 
 分析の単位は 500m メッシュとし、人口移動の設定については、公共交通利用不便（困難）地域を人
口撤退地域と位置づけ、人口撤退地域から上記で設定した人口を集積させる地域（人口集積地域）へ富
山市の実績 14）を考慮した移動割合をもって移動させた。富山市では、都市マスタープランにおいて富
山駅を中心とした 19 の公共交通軸と約 3500ha の公共交通沿線居住推進地区を位置づけている。公共交
通軸は鉄軌道全てと頻度の高い（1 日概ね往復 60 本以上）バス路線とし、その路線沿線の駅勢圏（概ね
500m）とバス停圏（概ね 300m）を公共交通沿線居住推進地区としている。富山市のまちづくりの目標
として便利な公共交通沿線人口の増加を掲げており、平成 17 年約 28%の公共交通沿線居住推進地区の
人口割合を平成 37 年に約 42%まで引き上げる目標を作成している。また実績ベースにおいても、平成
24 年 6 月末で 31.4%と着実にその効果が進んでいる。そこで、本シナリオでの移動割合の設定について
は次の通りとした。図 3-42 に示すように、富山市での実績では、いわゆる公共交通不便地域では 1 年あ
たり平均で 0.486%減少している。よって、平成 22 年を基準として、10 年後の H32 年では不便地区の人
口が 4.86%減少し 67.1％となり、人口割合では 6.75%減少すると設定した。20 年後の H42 年も同様の仮
定を行い、人口割合で 13.45%減少すると設定した。 
 上記の条件に基づき、本研究では、平成 32 年までに人口撤退地域から人口集積地域へ移動する人口
については、平成 22 年の公共交通利用不便（困難）地域の人口割合に 6.75%を乗じた人口、平成 42 年
までに人口撤退地域から人口集積地域へ移動する人口については、平成 22 年の公共交通利用不便（困
難）地域の人口割合に 13.45%を乗じた人口とした。 
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図 3-45 弘前市での試算結果（シナリオ１） 
4.33  4.71  4.39  5.48  4.74 
















































移動不便（ 困難） 者数（ 万人）
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行本数が 3 本/時以上ある比較的幹線となるバス路線を対象に、バス停アクセス圏を 200m から 900m に
拡大した。900m の設定については、平成 22 年全国都市交通特性調査のバス端末自転車トリップの平均
移動距離を参考に決定した。 
 金沢市でのバス停アクセス圏域と移動不便者の削減効果の試算結果を図 3-46 に示す。バス停アクセ
ス圏域をみると、市内全域にその広がりが見られる。試算結果を見ても、バス停に駐輪場を設置する効
果は非常に高く、移動不便者について、対策がない場合と比較しても半減していることがわかる。 






















図 3-46 金沢市でのバス停アクセス圏域（200m、900m）と試算結果（シナリオ２） 

























































































図 3-48 弘前市でのバス停アクセス圏域（200m、900m）と試算結果（シナリオ２） 
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ゴリの割合を示しているが、本シナリオで救済対象となる D 属性の割合は、地域③でみると 1%程度で
あり、その対象者が極めて限定的であったことを示している。例えば、運転免許も自動車も保有しない

















図 3-49 金沢市でのコンビニアクセス圏域と試算結果（シナリオ３） 
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図 3-51 弘前市でのコンビニアクセス圏域と試算結果（シナリオ３） 
4.33  4.71  4.70  5.48  5.47 
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表 4-2 スマイルグリーン号の概要 
法的位置付け 道路運送法第４条 一般乗合旅客自動車運送事業 
運行開始日 平成 22 年 4 月 1 日（試験運行は平成 21 年 4 月 1 日） 
路線 一部デマンド交通 
運行便数 週 2 日往復計 9 便（水曜日 5 便、金曜日 4 便） 
運賃 対距離運賃制 






































































































































を導入した。表 4-3 に醍醐コミュニティバスの概要、および図 4-6 に運営体制を示す。 
 
表 4-3 醍醐コミュニティバスの概要 
法的位置付け 道路運送法第４条 一般乗合旅客自動車運送事業 
運行開始日 平成 16 年 2 月 1 日 
路線 定時定路線 
運行便数 ・1 号路線（往復：平日 25 便、土曜 25 便、日曜祝日 21 便） 
・2 号路線（往復：平日 48 便、土曜 17 便、日曜祝日 11 便） 
・3 号路線（往復：平日 25 便、土曜 25 便、日曜祝日 21 便） 
・4 号路線（循環：平日 25 便、土曜 25 便、日曜祝日 22 便） 
・5 号路線（循環：平日 10 便、土曜 10 便、日曜祝日 10 便） 
運賃 全区間一律片道 200 円、一日乗車券は 300 円 
利用状況 
 
・平成 15 年度：27,696 人（一日平均 615 人） 
・平成 16 年度：229,603 人（一日平均 629 人） 
・平成 17 年度：270,895 人（一日平均 742 人） 
・平成 18 年度：383,402 人（一日平均 1,050 人） 
※敬老乗車証・福祉乗車証使用可能に 
・平成 19 年度：518,187 人（一日平均 1,416 人） 
・平成 20 年度：570,225 人（一日平均 1,562 人）※5 号路線開通 
・平成 21 年度：600,753 人（一日平均 1,645 人） 
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まず、平成 17 年度道路交通センサスにおける自動車起終点調査（OD 調査）から自動車移動の距離帯
別割合を算出すると、全体の 42%が 5km 未満の短距離移動となっている。この 5km 未満の短距離移動
に着目し、市町村人口規模と自動車利用目的別に集計を行った。なお、市町村およびその人口について


















































































































0 5 10 15
移動距離(km)
自転車
 徒 歩 ：4.8km/h 自転車 ：入出庫4分 + 15km/h自動車 ：入出庫7分 + 17.5km/h 鉄 道 ：17分 + 32km/h
バ ス ：10分 + 14km/h 徒歩 12分（発着地計）
徒歩 6分（発着地計） 駅内移動 3分（１駅）
待ち時間 4分 待ち時間 2分（１駅）


















































































































平均 7.1km、自転車については、代表交通手段としての利用で平均 2.9km、駅端末で平均 1.8km となっ








































































 図 5-12 に日常的に自転車を利用し始めた時期と、自転車を利用する前の移動手段についての回答を示
す。これをみると、東日本大震災後や 3 年以内に乗り換えた人が 17％、時期を問わないが乗り換えた人

























































































は単純集計で、図 5-14(右)は「自転車に乗り換える」とした明確な転換意向を 3 点、「乗り換えることを
































































































































































































BikeabilityToolkit と称し個別路線の自転車通行環境の質の評価を行うチェックシート（Route Based 














 自転車利用満足度指標 C=Σwi・pi       (1) 
  pi：満足度に寄与する項目毎の満足度の点数 
wi：項目毎の重み 
満足度 piの点数化方法：アンケート調査結果より、（「とても満足」サンプル数×10 点+「やや満足」サンプル数×7 点+「あまり満足




























































































  参加者 
グループインタビュー① 札幌市内の自転車利用者 5 名 
－ 通学利用者 5 名（男性） 
グループインタビュー② 札幌市内の自転車利用者 5 名 
－ 通学利用者 5 名（男性 4 名、女性 1 名） 
グループインタビュー③ 札幌市内の自転車利用者 6 名 
－ 通学利用者 1 名（男性） 
－ 通勤利用者 1 名（男性） 
－ 主婦 2 名（女性） 
－ 高齢者 1 名（女性） 























































歩 行 者 や
自 動 車 等





















空 間 の 連


























の 4 段階で行った。 
 






























自転車の種類 目的 年齢 サンプル数 
一般自転車 通勤 ～64 歳 206 
通学 ～64 歳 206 
業務 ～64 歳 206 
私用（買物・食事・社交・
通院等） 
～64 歳 206 
65 歳～ 206 
サイクリング（自転車に
乗ることが目的） 
～64 歳 206 
65 歳～ 206 
チャイルドシート付
自転車 
  206 
スポーツ用自転車 通勤、通学、業務、私用  206 














































































































































































































































SA 202 203 202 197 206 203 201 201 199 199 201.3 2.4
SB 195 192 194 192 204 200 201 201 198 195 197.2 4.0
SC 196 191 190 192 198 197 195 199 197 196 195.1 2.9
SD 194 170 188 181 187 189 194 194 189 192 187.8 7.1
SE 192 190 196 196 199 198 200 204 197 194 196.6 3.8
SF 196 198 196 198 200 196 196 201 194 194 196.9 2.2
SG 201 204 201 201 204 205 206 202 202 201 202.7 1.8
SH 200 201 200 197 206 204 205 202 200 199 201.4 2.7
SI 199 200 198 199 206 200 202 202 202 202 201 2.2
SJ 200 199 199 198 203 202 203 203 204 202 201.3 2.0
SK 187 172 179 183 199 186 188 195 184 193 186.6 7.5




























CA 198 195 197 199 198 194 193 198 192 194 195.8 2.4
CB 125 132 121 118 117 101 100 135 99 66 111.4 19.5
CC 158 150 165 160 163 146 162 156 162 151 157.3 6.1
CD 73 91 85 73 58 97 90 82 91 119 85.9 15.5
CE 188 187 186 189 193 188 184 190 186 196 188.7 3.4
CF 182 181 182 182 192 185 183 182 187 189 184.5 3.5
CG 118 131 116 110 90 104 81 109 101 84 104.4 15.0
CH 131 143 116 125 97 116 90 119 114 100 115.1 15.3
CI 133 115 141 141 155 150 159 150 148 162 145.4 13.1
CJ 134 133 138 145 167 169 177 152 155 182 155.2 17.0























































ること 0.085 0.085 0.084
道路の舗装に凹凸がないこと 0.083 0.083 0.083
側溝やマンホール等の段差がないこと 0.082 0.082 0.083
マンホールやグレーチング等が雨で滑らない
こと 0.079 0.079 0.081
木の枝や看板が通行の邪魔にならないこと 0.083 0.083 0.083
夜間でも安全に通行できるよう、照明が設置
されていること 0.083 0.083 0.082
自動車と危険を感じない程度に離れて通行で
きること 0.086 0.086 0.085
歩行者と交錯する危険を感じずに通行できる
こと 0.085 0.085 0.084















いないこと 0.120 0.120 0.118
坂道がないこと 0.068 0.072 0.051
水たまりができていないこと 0.096 0.096 0.096
沿道の景色がきれいなこと 0.052 0.050 0.064
自転車が快適に通行できる場所が、途切れず
に続いていること 0.115 0.115 0.117
車道を通行する自転車が、交差点を真っ直ぐ
横断できるように、空間が整備されていること 0.113 0.112 0.115
信号待ちの時間が短いこと 0.064 0.066 0.057
目的地にたどり着くまでの、信号待ちの回数
が少ないこと 0.070 0.072 0.066
自転車マップ等で、自転車が快適に通行でき
る道路の情報が提供されていること 0.089 0.087 0.095
案内看板で、自転車が快適に通行できる道路
の情報が提供されていること 0.095 0.093 0.103
路面に、自転車が通行する方向や通行する場








 満足度の点数化方法については、満足度=（「満足」回答数×10 点+「やや満足」回答数×7 点+「あ
まり満足ではない」回答数×3 点+「満足ではない」回答数×0 点）／全回答数とした。 































 弘前市 金沢市 
調査方法 郵送回収型 郵送回収型 Web アンケート 
配布数 329 173 － 
回収数 93 41 103 
回収率 28% 24％ － 
























































































































































満足度（安全性） 3.73 4.01 2.6
満足度（快適性） 3.95 4.2 2.96
サンプル数 93 74 18
 






満足度（安全性） 3.98 4.03 3.73
満足度（快適性） 4.0 3.99 4.06


































































































































































都市名 弘前市 安曇野市 弘前市 金沢市
H24.11.5 H24.11.19 H25.10.7 H25.10.21
～11.30（26日間） ～12.2（14日間） ～10.27（21日間） ～11.24（35日間）
申込者：160名 申込者：99名 申込者：244名 申込者：282名




















































































































































































































































































































図 5-31 目的別の自転車トリップ長         図 5-32 目的別の自転車旅行速度 





 図 5-33 のアプリケーションの操作性の評価では、一般参加者、レンタサイクル利用者ともに、「とて







































































































































































































































































































1) 自転車の国内市場の需要動向, （社）自転車協会 
2) European Commission Directorate General for Energy and Transport, Urban Transport Benchmarking 
Initiative Year Two Annex A1 Common Indicator Report, 2005 
3) 自転車国内販売動向調査, (財)自転車産業振興協会 
4) 橋本雄太、小林寛、山本彰、上坂克巳：自動車から自転車への利用転換可能性に関する基礎分析, 土
木計画学研究・講演集 Vol.44 CD-ROM, 2011.10 
5) William Feldman: Bicycle as a Collector Mode for Commuter Rail Trips, Transportation Research Record 
No.808, 1981 
6) 諸田恵士、大脇鉄也、上坂克巳：我が国の自転車利用の実態把握，土木技術資料 51-4，pp.6-9，2009 
7) 齋藤博之：平成 13 年の道路構造令改正における自転車走行空間の確保の考え方，交通工学，Vol.38 増
刊号，pp.26-32，2003 
8) 国土交通省都市・地域整備局 都市計画課 都市交通調査室, 平成 17 年全国都市交通特性調査集計結
果 2, 2009.3 
9) 小林寛、岸田真、山本彰、橋本雄太、上坂克巳：地域や交通の特性に応じた自転車利用促進施策の適
用に関する考察, 土木計画学研究・講演集 Vol.45 CD-ROM, 2012.6 
10) 山本彰、小林寛、橋本雄太、上坂克巳：自動車から自転車への転換施策の有効性に関する意識調査, 
第七回日本モビリティ・マネジメント会議, 2012.8 




13) Hiroshi KOBAYASHI, Hajime HONDA and Hidenori YOSHIDA: Characteristics of Bicycle Travel in Japan 
and the Basic Concept of the Bicycle Travel Space Development Guideline, 20th International Conference on 
Urban Transport and the Environment, Urban Transport 2014, 2014.5 
14) Hiroshi KOBAYASHI, Hajime HONDA, Masato KANO and Hidenori YOSHIDA: Guideline for the Creation 
of Safe and Comfortable Bicycle Use Environments in Japan: Outline and Concepts, Proceedings of the 
Eastern Asia Society for Transportation Studies Vol.9 No.278, 2013.9 
15) 小林寛、今田勝昭、中野達也、高宮進：地域における自転車利用者の満足度を評価する指標の提案, 
土木計画学研究・講演集 Vol.49, 2014.6 
16) 金利昭：改良型 BCC（Bicycle compatibility Checklist）を用いた自転車通行帯モデル地区の評価,，土
木計画学研究・講演集 Vol.43，2011 
17) Department of the Environment and Heritage Australian Greenhouse Office, Australian Government：
Bikeability Toolkit，Australia, 2006, http://www.travelsmart.gov.au/bikeability/ 




19) 宇都宮市：宇都宮市自転車のまち推進計画, 2010.12 
20) 広島市：広島市自転車走行空間整備計画, 2010.12 
21) 中野達也、小林寛、今田勝昭、高宮進：スマートフォンを活用した自転車通行実態調査の提案, 土
木計画学研究・講演集 Vol.49, 2014.6 
22) 中野達也、山本彰、小林寛、橋本雄太、高宮進：スマートフォンを活用した自転車通行実態調査に
関する研究, 土木計画学研究・講演集 Vol.47, 2013.6 
23) Ying-Ming Lin, Cheng-Jian Lin, Jin-Shiuh Taur and Chun-Cheng Peng, An Effective Integration of Smart 























































































































































2014 年 8 月 
小林 寛 
